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タンザ ニア

思いもかけぬ機会に意まれて,一昨年と昨年の夏 (現

地では冬)に ,ア フリカのタンザニア,ケニア,ガーナ

で調査研究を行った。主として滞在したのはタンザニア

だが,そのタンザニアでは,1967年 の「アルーシャ宣

言」で採択された “農村中心の社会主義 (ウ ジヤマ利)

建設の路鮮 が,その後どう展開されているかが,は じ

め関心のマトだった。

ところが私たちが調査研究をはじめる前年の1977年 1

月に,タ ンザニアのニエレレ大統領は「アルーシヤ宣言

10年後」と題する基調演説を行い,その中で は
生産能率

の向上"を力説し,そ して “社会主義を今日明日の問題

とするのは尚早で,その定着は20年後に"と 主張してい

た。私たちは,は じめてタンザニアを訪れた1978年 に

は,その真意を把握しかねた。しかし日1:年 の調査訪問

で,新しい在 り方が,かなり明白に理解できるようにな

った。

ウジヤマ村方式の不成功が公然と口にされ,土地の私

有と家族耕作で増産をと主張されていた。開発・建設の

ためには国際rif資増大が必須と力説され,ダル・エス・サ

ラーム大学の代表的マルクス主義者 (D.ヽ
rヽadada Nab‐

udere)も , それを正当化するかたちで主張を展開して

いた。すなわち先進資本主義国からの隔離を主張するニ

ュー・レフト (Samir Amin)を 攻撃し,先進資本主義

国のマルクス主義者のなかには国内矛盾だけに目を向け

て第二世界問題を軽視する傾向があると非難し,こ うし

てロメ協定の抜本的改善など,第二世界の立場にたった

新国際経済秩序の前進が現在の最大課題 と設定 してい

た。タンザニアの国内政治については,ど こへ行っても

間かされるのはマネジメントの習熟・向上であり,アル

ーシヤ宣言で唱われた自主建設 (Se11‐ reliance)は ,現

在それに集約されているかのようであった。

こういうのが今日のタンザニアではないかと私には思

われた。それと同時に,経済的効率 (elfiCiency)ヵ ヵヽ

説され具体化されるにつれ,そのコロラリーとして,そ

と1980キ＼t

福 田 茂 夫 (名古屋大学)

の他のことは考えずに経済的合理性をと主張する指導者

層が,政治・官僚・研究者の間で,社会民主主義 (SOCial

Democracy)をかかげて増大しているようであった。近

代的市民の稀薄なタンザニアでの社会民主主義には首を

かしげぎるをえないが,それはともかくとして,こ れま

での経済発展の不振の原因はラデカル・レフトの観念的

画一主義と無能にあるとし,こ れからはテクノクラート

が指導権をと,それは主張しているようであった。そし

て,その具体的提言は,カ ナダの研究者との共同研究の

成果の中で最も明白に提示されていた。

こういうようにテクノクラー トの力と発言が強くなっ

ている中で,独立の父ニエレレ大統領は,社会主義の目

標を堅持し,民族意識の形成に努め,あ らゆる機会に国

際融資の増大を訴え,そ して国内各層間のバランスをと

りながら,自主建設 (SCll‐ relhnce)を 一歩でも前に進

めようと懸命になっているようであった。しかし,そ う

したタンザニアは,1980年代にはどうなっていくのだろ

うか。

そこには二つの国際環境がある。ひとつは1975年 のア

ンゴラとモザンビークの独立いらい,ア フリカで真の独

立と社会主義化への第三のtlkが 起っていることである。

これにタンザニアの社会主義者は鼓舞されているに違い

ない。もうひとつはアメリカの1980年代の世界政策であ

り, それは外交問題評議会 (COunCi1 0n FOreign Re・

latiOns)の 1980年代プロジェクトが提示したように,第

三世界のテクノクラー トと先進国との協力による南北の

相互依存の促進が政策日標と設定している。タンザニア

のテクノクラー トも,それとの関係で活躍の場が増大し

ていくに違いない。

こうした国際環境の中でタンザニアは,1980年代にど

うなっていくだろうか。しかし,それがどうなっていく

にせよ, 日本国際政治学会は1980年代には,分析と占い

の段階から,も う一歩飛躍したいものである。
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研究分科会の近況

日本外交史研究部会

大 畑 篤四郎 (早稲田大学)

日本外交史研究分科会では本レター第 7号に紹介した

研究活動につづいて,下記のような活動を行なっている。

(1979左F)

5月 20日 太田弘毅 (桐蔭学園高校)「 日本陸軍南方

占領期の兵補制度」

9月 22日 大久保利隆 (元駐ハンガリー公使,駐アル

ゼンチン大使)「第二次世界大戦と日本外交」

10月 14日  槍山幸夫 (昭和第一高校)「 日清戦争にお

ける『宣戦』の問題」

(1980年 )

1月 12日  島田 宏 (大阪学院大学)「 日本人初期ハ

フイ出稼ぎ移民とその立役者J

上記の研究会のうち,1979年 5月 と10月 の研究会は,

それぞれ慶應義塾大学,九州大学で開かれた日本国際政

治学会研究大会の機会を利用して行なわれた ものであ

る。また9月 の大久保氏の報告は,今次大戦中の戦時外

交につき外交官としての立場から御報告いただいたもの

で,貴重な御示唆をいただいた。現代史の部門ではこう

した現場当局者の方のお話を伺うことも今後も必要であ

ろう。なお10月 の日本国際政治学会秋季大会の日本外交

史部会 (劾「明治六年政変論をめぐって」 (報告者 毛利

敏彦,デ ィスカッサント 広瀬靖子)も ,事実上本研究

分科会を基盤に,そのメンバーの協力によって企画,実
施されたものである。

本研究分科会はこれまで実証的な研究活動を積み上げ

てきたが,今後もそうした伝統の上にたって更に多面的

な研究活動をつづけたいと思っていますが,それにはメ

ンバーの積極的な御協力が不可欠であります。そうした

御助力を得て研究分科会を今後も発展させたいと願って

います。

国 際 統 合 部 会

中 原 喜
二

郎 (東海大学)

この部会は,1977年 に金沢大学で開催された秋季研究

大会の際に最初の会合をし,その後,春秋の大会ごとに

会合をもったが,顔合わせの域を出るものではなかった。

このニューズ・レターの第 1号で国際統合部会のこと

を紹介して以来,こ の部会の消息を伝えるのは今度で二

度日である。この間における活動として記録に残してお

くべきことがひとつある。それは欧州共同体の法律顧問

マルク・ソイエ氏を迎えて「欧州議会の直接選挙」をテ

ーマとする講演会を1978年 1月 14日 に一橋大学の如水会

館で開催したことである。これはEC委員会駐 日代表部

から日本国際政治学会への申し入れによるもので,本部

会の主催するところとなったものであったが,時間的・

地理的制約のため関東地方に居住のメンバーに対しての

み案内状を発送するにとどまった。

1979年の秋季研究大会は九州大学で開催され,各部会

とも二日間にわたる会合の機会を与えられた。本大会で

は「EC部会」が設けられ,金丸輝男会員の司会で,沢

田マルガレーテ会員の「EC会計検査院」についての報

告,丸山繁郎会員の「ヨーロッパ連合システムについてJ

の報告が行われている。本部会では小生が「欧州議会の

直接選挙」について簡単な現地視察報告をしたが,本部

会とトランス・ナショナル部会の合同会合では分田順子

会員が初期欧州統合運動におけるイギリス労働組合会議

を事例として「労働運動と国際関係」について報告した。

トランス・ナショナル部会と国際統合部会は,こ こで

最初の合同会合をもったわけであるが,両部会は研究対

象が共通する面が多く,今後とも春秋の研究大会 の際

や,その他の機会に合同会合を開いてゆ くことになっ

た。次の春期研究大会の分科会で研究発表をなさりたい

方は,金丸輝男会員または小生あてに御連絡ください。

学会活動報告 (1979年 7月 ～12月 )

7月 7日  1979年度第 2回運営委員会の開催

10月 12日  1979年度第 3回運営委員会の開催

10月 13日 ～14日  1979年度秋季研究大会の開催 (於九州

大学法学部),大会出席者約200名 ,懇親会出

席者約100名

10月 13日  1979年度第 2回理事会の開催

10月 13日  1979年度第 2回総会の開催

10月 13日  機関誌「国際政治」第63号 (1979年度第 3号)

『現代の安全保障』の発行,配布

10月 13日 「会員名簿」の発行,配布

10月 14日  1979年度第 2回編集委員会の開催

10月 15日  JoN.ロ ーズノウ教授 (米国南カリフォルニ

ア大学)講演会の開催 (於私学会館), テー

マ「80年のアメリカ外交」

11月 15日  研究大会報告希望などのアンケート発送

11月 16日  維持会員を対象とする懇談会の開催 (於都市

センター),講師 :川田 侃 (上智大学),テ
ーマ「80年代の国際関係」

12月 15日  1979年度第 4回運営委員会の開催

(大畠英樹)
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東 ア ジア国 際 政 治 史 部 会

宇 野 重 昭 (成膜大学)

現在は原則として年 2回研究会を開くことにしていま

す。次回は1980年 3月 22日 午後 2時から5時 まで成瞑大

学 (吉祥寺)4号館 2階で開きます。報告御希望の方 iま

宇野またIま藤井まで御連絡下さい (現 在お 中し出は 1

名)。 なお10～ 15分間の書評も歓迎します。 また, 分科

会のなかで,中 国国民党史研究,お よび,中 国における

近代国家の成立過fi研究の特定課題の研究希望があり,

日下前向きに検討中です。

東 ア ジ ア部 会

中 嶋 嶺 雄 (東京外国語大学)

東アジア分科会では,昨79年 10月 に九州大学で行なわ

れた秋季研究大会と時を同じくして,第 3回 日の定例研

究会を開きました。当日は九州での会合ということでき

ほど多くの出席者を得られないのではないかと懸念され

ましたが,それでも22名 の会員の参加を得て熱心な討論

が繰 りひろげられ,む しろ研究大会の合間を●って行な

われた会合であっただけに時間の不足を感じたほどでし

た。今回の分科会報告の内容は以下の通 りです。

岩島久夫 (防衛研修所)「中越戦争の軍事的教訓と中

国軍近代化にかんする一観察」

中嶋徹雄 (東京外国語大学)「中国国際問題研究刃Tを

訪問して」

岩島報告は,中越戦争の軍事戦略上の評価を中心に,

とくに中国側の「敗北Jの原因が検討されるなど,き わ

めて注目すべきものであり,中 嶋報告 1ま , 日本人として

初めて訪れた北京の国際問題研究所 (非公開)について

の学術情報として貴重なものでした。

なお,次国の定例研究会開催予定も迫ってきておりま

すので,報告のご希望ならびに当分科会へのご意見など

ございましたら積極的に事務局の方までご・
~r_絡

ぃただけ

れば幸いに存じます。

(連絡先 :東京外国語大学中嶋嶺雄研究室

〒114北区西ケ原 4-51-21
Tel.917-6111,eX 322)

◇ 「会員規則 」改定 のお知 らせ

昨年10月 13日 の理事会において「会員規則」の一部変

更が議決され,同 日の総会でこれが諒承されました。そ

の内容は以下のとおりです。

(1)入会手続

従来の理事長届出制から理事会承認制に変更する。

また推薦会員数も従来の1名 を2名 (自 筆署名)に変

更し,さ らに参考資料として本人の業績表 (修士論文

等を含む)を添える。

12)学生会員

原則として学生会員を大学院生会員に限定する。な

お,既に入会している学部学生会員にはこの原則は適

用されない。

(鋤 退  会

正式に理事長に届出のあった場合の他に,新たに,

満 3年以上会費未納の場合も,こ れを退会の意思表示

とみなす。

以上のとおりです。よろしくご理解下さいますようお

願い中し上げます。なお,今後会費のご納入は4～ 9月

の間にお済ませ戴けますならば幸いです。 (大畠英樹)

学 会 誌 編 集 委 員 会 だ よ り

川 田   (FL(上智大学)

すでに最近のニューズレター No 8(」 uly 1979)お よ

び No 9(Septela■ber 1979)で お知らせ申し上げました

ように, 機関誌第64号『国際開発論』 (編集責任 :森利

一,1980年 5月 刊予定),機関誌第65号『社会主義とナシ

ョナリズム』(編集責任 :中西治,1980年 8月 刊予定),

機関誌第66号『変革期における東アジアと日本一その史

的考察』(編集責任 :自井勝美, 吉村道男, 藤井昇三 ,

1980年 10月 刊予定)の 3冊については,現在鋭意編集が

進められています。

また,1981年以降の機関誌の発行については,前回の

編集委員会 (1979年 10月 14日 ,九州大学法学部会議室に

て開催)に おいて,『相互侵透システムと国1祭理論』『 日

豪関係』『 日本外交のロビースト』『国際関係思想の展開』

『日米関係』(以上いずれも仮題)を遂次取り上げていく

ことで意見が一致しました。それぞれについて編集内容

等の詳細が決まり次等,ニ ューズレターでお知らせのう

え原稿を募集したいと思いますので,ど うぞよろしくお

願い致します。

ニューズ・レター委員会では,会員の皆様からの

ご投稿をお待ち申し上げております。

200字詰原稿用紙で,「巻頭言」(8枚),「海外ニ

ューズ」(6枚),「海外留学記」(4枚),「資料セン

ターめぐり」(4枚),「力i著余滴」(4枚),「会員の

声」(2枚)で,横書でお願いいたします。
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日

場

1980年 春季研究大会のお知 らせ

時 :1980年 5月 24日 (土),25日 (日 )

所 :神戸学院大学

らに第二次大戦のオーストラリア外交を研究する上で欠

くことができない Documents on Austral● n FOreign

P01icy 1937～ 1949がそれで,後者は 3巻まで出版され

ており,なお完結までには数年要する見込みである。

Fo Crowleyら の解説付き編年史料集全 6巻 も,今年中

に5巻までが発刊される運びとなっている。一方文献日

録では,R.〇 'Neil等のオーストラリア軍事史文献 ,

WJ.Hudsonの オーストラリア外交の雑誌文献日録が

ある。このような資料編纂の興隆は,今までのオースト

ラリア外交史における空白部分を埋める上で,大きな意

味があろう。p)総論から各論への研究のシフトが起って

いる。lEド イツ領南洋諸島やチモールなど,オーストラ

リアにとって身近かにして研究が手薄になっていた領域

へ,本格的に光があたるようになった。さらに,オース

トラリア外交のいわゆる「神話」をめぐる論争が活発化

したことも特筆に値すると思われる。英国の植民地であ

ったオーストラリアには,建国以来独自の外来防衛政策

が存在しなかったという,従来の学説を「神話」である

とN.K.Meaneyは 批判し,こ れを受けて T.B.Millar

の反批判,前者の再論と展開してきた。」.MCCartllyら

も一枚カロわり,論争が英豪関係への根本的な再検討を促

すとともに,米豪関係へも波及している点,今後の研究

成果が待たれる。(鋤行動科学の手法を使った研究は極め

て少なく,ご く一部の研究者が家内工業に進めているに

過ぎない。に)外交政策決定に関与した主要政治家研究は

比較的盛んといえるが,官僚の役害1を とりあげた研究は

少ない。これは19世紀以来,主にオース トラリアの政

治が党人支配型であり,官僚の役割がはなはだ低かった

という事実に呼応するものと思われる。

“

)近年,第二世

界への関心が高まっている。豪州と貿易関係をもつ中近

東・アフリカ諸国へ本格的な研究のメスが入れられる動

きにあり,昨年公表された′`リス報告はその一端を示す

ものであろう。(0日 豪関係の分析は経済に重点が置かれ

ており,外交・防衛という視座が現在でも欠落 してい

る。D.Sissonsの 古典的研究を金字塔として,今後そ

れに接近し,さ らに乗り越える研究が大きな課題として

横たわっているといえよう。

学会事務局からのお願い

最近,学会のご案内やニューズ 。レターなどが宛

先人不明で返送されることがあります。住所を変更

された場合には学会事務局にご連絡下さい。

〔連絡先〕 〒186国立市中2-1 -橋 大学磯野研

究館内細谷研究室 日本国際政治学会事務局

(Tel)0425-72-1101 内線 409

共通テーマ :80年代のF■ 壼政治

学 会 会 計 報 告

宇 野 重 昭 (城瞑大学)

日下学会会計はほぼ順調ですが,資金繰 りは多少窮屈

で,会費の早期納入を強く希望しております (現在納入

率65%)。 なお研究分科会を開かれた方で会費 (通信費・

会場費・茶代)未請求の分科会は,領収書を添えて, 3

月25日 までに会計主任 (〒 180武蔵野市吉祥寺北町3-3

-1 成瞑大学法学部宇野研究室)に御請求下さい。ま

た一橋大学の学会事務室では下記の『学会誌』のバック

ナンバーを取 り扱っております。ゼミナールなどで御利

用いただけると幸いです。 (会員 2割引)

ナンバー   タイ トル           定価

49  世界政治とマルクス主議    ¥1,200
50  国際政治学のアプローチ    ¥1,200
51  日本外交の|ヨ 際認識      ¥1,2011
52  沖縄返還交渉の政治過程    ¥1,500
53  「冷戦」一その虚像と実像一   ¥1,500
54  「平和研究」一その方法と課題― ¥1,500

55  国際紛争の研究        ¥1,500
58  日英関係の史的展開      ¥1,500
60  国際経済の政治学       ¥1,500
61・ 62 戦後日本のi■ 1祭政治学     ¥3,000
63  現代の安全保障        ¥1,500

海外留学記

「オース トラ リアの学界動向」

竹 田 いさみ (シ ドニー大学)

1979月 8日 から約 3～ 4年の予定で,オーストラリア

の国費留学生としてシドニー大学に留学している。ここ

では,私の専攻するオーストラリア外交・防衛史に焦点

をあてて,学界の動きを多少触れてみることにしたい。

(11資料及び文献目録の編算が近年盛んとなり,英国の

Documcnts on British Foreign Policyな どに相当する

一次資料集の出版が相次いだ。1901～ 1918年 を扱 った

Documents on Australian lnternational AIIairs, さ
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栗原会員に「国際交流奨励賞J

外務省外交史利館の元閲覧室長であった栗原健会員

が,こ のほど「国際交流奨励賞」を受賞した。栗原会員

は周知の如く,長年外交史十1の編纂に携わり, 日本外交

史を研究する多くの本学会員がそのお世話 を受 けてい

る。 また多くの外国人研究者も,「栗原教室」で外交文

書の読み方等を学びとることで,幾多の研究成果をあげ

ることができた。こうした国際交流にはたした業績が認

められて,今回の受賞となったものである。この受賞に

際し,栗原会員は次の感想を述べている。

40年余 り, 外務省の仕事として「記録事務J「外交文

書事務」に殆んど専従し,いわば外務省の Archivistと

もいうべき仕事に終始して参りました。戦後まだ占領期

の昭和25,6年頃,米国の若い研究者,J MOrley,
R Butowさ んら数名が,外務省史料の閲覧方を中出て

参 りました。特別に研究室を設け,質問に応じまた1日 い

筆書きの「候文の原史十1」 などを読んで上げました。そ

の時は,英語を使うことを一切やめました。その青j後か

ら日本の〕T究者もだんだんと開覧に見え,こ こにこれら

内外の研究者の学問的交流の一筋の途が,外務省史わ|の

開覧を機縁として,自 ら開かれて参ったものと存じてお

ります。近頃見える内外の若い研究者は,私が30年前に

お世話した方 の々指導を受けた学生であり,今昔の感を

覚えます。

それにいたしましても,右のような私のささやかな仕

事に対しまして,こ のような栄ある賞を賜るように,御
推薦下さった方ならびに選考委員の皆様方に,心から御

礼を中上げます。なおそれは,私一人のよろこび許 りで

なく,外交史FI館ならびに同様の機関に働 く後進 のた

め,こ の上ない励ましになるものと存じ,重ねて厚く御

礼を中上げる次第でございます。

会員による新著 (1979年 10月 まで,未完)

浦野起央編著『資十1体 系アジア・アフリカ国際関係政治

社会史』第三巻 (第一分 冊), パピルス出版, 1979年

2月

木坂l原一郎編『体系日本現代史』第 3巻 (日 本ファシズ

ムの確立と愧壊), 日本評論社,1979年 3月

森 利一・山田浩編『戦争と平和に関する総合的考察』

広島大学総合科学部,1979年 3月

佐藤栄一・斎藤 優編『核エネルギー政策』日本国際問

題研究所,1979年 3月

西川 潤『南北問題一―世界経済を動かすもの』日本放

送出版協会,1979年 4月

高橋康昌編『現代社会の政治と文化』法学書院,1979年

4月

E.」 .ホ ブズボーム (木畑洋一・斎藤孝訳)『反乱と

革命――同時代的論集1鋤』未来社,1979年 4月

市川正明『安重根と日韓関係史』原書房,1979年 4月

河原 宏『昭和政治思想研究』早稲田大学出版部,1979

年5月

増田 与ほか『現代インドネシアの社会と文化』現代ア

ジア出版会,1979年 5月

江頭数.鳴『七十年代政変期の中国』霞山会,1979年 5月

池田文雄『北アイルランド問題』教育社,1979年 5月

馬場 崇『アメリカの石油戦略安全保障』教育社,1979

年 5月

岡倉古志郎・唐沢 敬『アメリカの世界戦略―一ニクソ

ンからカーターヘ』新日本出版社,1979年 5月

ダフ・クーパー (曾村保信訳)『 タレイラン評伝』下巻,

中央公論社,1979年 5月

木村明生『 ソ連・東欧関係――求心力と遠′心力』教育

社,1979年 6月

白′特 令irH『 革新勢力』東洋経済新報社,1979年 6月

市り||■1明編『 日韓外交史十1』 第一巻,原書房,1979年 6

月

足立純夫『現代戦争法規論』啓正社,1979年 5月

細谷千博『 日本外交の座標』中央公論社,1979年 7月

浦野起央,西 修編著『資料体系アジア・アフリカ国際

関係政治社会史』第七巻,パ ピルス出版,1979年 8月

矢野 暢『 日本の南洋史観』中央公論社,1979年 8月

市川正明編『 日韓外交史料』第二巻,原書房,1979年 8

月

高坂正尭『豊かさの試練』新潮社,1979年 9月

福田茂夫『第二次大戦の米軍事戦略』中央公論社,1979

年10月

永井陽之助『時間の政治学』中央公論社,1979年 10月

我部政男『明治国家と沖
/Li』 三一書房,1979年 10月

石沢芳次郎『 日本経済の安全保障』産業経済研究協会 ,

19791F3月

R.ロ ーズ (犬童一男訳)『現代イギリスの政治』 I,

岩波書店,1979年 7月

鴨 武彦,山本吉彦共編『相互依存の国際政治学』有信

堂,1979年 9月

〔追記〕 「会員による新著J欄は,主 として日本国際

問題研究所発行の雑誌『国際問題』の文献月報から採録

しております。しかしながら会員の増カロ,採録方法等の

事情から万全を期しがたい部分もございますので,お気

付きの点がございましたら,ニ ューズ・レター委員会ま

で御一報下さいますようぉ願い申し上げます。(K.M.)
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資料センターめぐり

防衛 研 修 所 戦 史部

岩 島 久 夫 (第 1戦史研究室長)

太平洋戦史叢書の刊行で知られる防衛研修所戦史部

(昭和51年 5月 に戦史室を改組)は ,51年 8月 に当初計

画の96巻刊行を終了し,その後補備 6巻の刊行を進めて

いたが, 54年度中にこの作業が終 り, 通巻102巻 をもっ

て,一応太平洋戦史の編さん 。刊行の仕事を終結するこ

とになっている。

この戦史部には,米国返還史料を含み,陸軍史料約

83,000,海軍史料約32,800, その他史料約8,000, 図書

約31,300, 計約155,100が 保管されており, このほか地

図類約47,900枚 を蔵し,部内外の利用閲覧者も年々増加

してきた。昭和53年度における利用者は,部内約120名 ,

部外者約1,500名 の多きに達した。

個人回想録や日記などは,提供者や関係者との約束も

あって公開されていないものが多いが,原則としては国

立公文書館の公開要領に準じ公開することにしている。

そのために完全な目録・索引の作成に,現在鋭意取組ん

でいるところである。完成までにはまだ何年かを必要と

するようであるが,貴重な史料を,できるだけその道の

権威あるいは関心のある方に利用して頂 こうとい うの

が,戦史部の基本的姿勢である。

幸なことに,戦史部の新庁舎が54年 12月 に完成し,こ

のほど古い市ケ谷台の建物から,下記のように史料とも

ども移転が完了し,地理的にも閲覧環境的にも,利用閲

覧者の便に一層資することができるようになったことは

喜こばしい。ただ整理の都合上,閲覧業務再開は本年 2

月頃からとなり,その間御迷惑をかけることになり申し

わけない。

「新らしい革袋に新らしい酒」をの意気で,第 1戦史

研究室 (国防政策史等担当)。 第 2戦史研究室 (作戦戦

闘史等担当), 史卜1係その他全員張切っているので, 忌

憚のない御指導を学会の方々にお願いしたい。

新住所・(〒 153)東 京都目黒区中目黒 2-2-1
電話 (03)713-6111(代 表)

事務局ニューズ

編 集 後 記

新年おめでとうございます。

」AIR NEWSLETTER第 10号 をお届け致します。

同僚の円中俊郎君が英 L■ に留学し,慶應大学大学院の

赤木完雨君と共に,その穴を埋めることになりました。

第10号 ということで,そろそろ反抗期に達する NEWS―

LETTERを果してうまく操縦できますかどうか,心西己

です。

今後とも,積極的な御協力をお願い申し上げます。
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